一般社団法人滋賀県配合飼料価格安定基金協会業務方法書

第1章　総則

（目的）

第1条　この業務方法書は、一般社団法人滋賀県配合飼料価格安定基金協会定款（以下「定款」という。）に基づき、一般社団法人滋賀県配合飼料価格安定基金協会（以下「基金協会」という。）の行う配合飼料価格差補てん事業に関する業務の方法についての基本的事項を定め、もってその業務の円滑な運営に資することを目的とする。

（業務運営の基本方針）

第2条　基金協会は、その行う業務の公共的重要性に鑑み、行政庁及び一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金（以下「基金」という。）その他の関係機関との緊密な連絡のもとに、その業務を能率的、かつ効果的に運営するものとする。

（対象配合飼料）

第3条　基金協会が、この業務方法書による配合飼料の価格差補てん事業の対象とする配合飼料は、次の各号の条件を満たす飼料（以下「配合飼料」という。）とする。

(1)　基金の配合飼料価格差補てん事業業務方法書（以下「基金業務方法書」という。）第5条の補てん積立金納付契約を締結している配合飼料製造業者（以下「基金契約製造業者」という。）が供給する飼料であること。

(2)　穀類の区分に属する原材料に加え、そうこう類、植物性油かす類及び動物質性飼料の３区分のうち少なくとも１区分に属する原材料からなる飼料であること（ただし、これらの4区分に属する原材料が3種類以下となっている飼料を除く。）

(3)　前号に掲げる４区分に属する原材料の配合割合の合計が50％以上の飼料であること（ただし、動物質性飼料のうち、乾燥ホエー、全脂粉乳、脱脂粉乳及び濃縮ホエーたん白の配合割合の合計が50％以上の飼料を除く。）
(4)　鶏、豚、牛、うずら又は基金が別に定める配合飼料価格差補てん事業に係るその他家畜の取扱いに関する細則によるその他家畜を対象とする飼料であること 

（対象畜産経営者）

第4条　基金協会が、この業務方法書による配合飼料の価格差補てん事業の対象とする畜産経営者は、次の左欄に掲げる家畜のいずれかについて右欄に掲げる頭羽数を常時飼養し、その使用する配合飼料として、基金契約製造業者の製造に係る配合飼料を基金契約製造業者又は基金契約製造業者の製造に係る配合飼料を販売する者から購入する計画を有するものであって、基金協会との間に、配合飼料の価格差補てんに関する基本契約及び数量契約を締結しているもの（以下「加入者」という。）とする。
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	100羽　以上　　

500羽　以上　　

5頭　以上　　

2頭　以上　　

1頭　以上　　

1頭　以上　　

1,000羽　以上
基金が定める細則による　　


第2章　価格差補てん契約

（基本契約および補てん契約）

第5条　基金協会は、畜産経営者の申込に基づき、別紙様式第1号による配合飼料価格差補てん基本契約（以下「基本契約」という。）を締結するとともに、基金との間に配合飼料価格差補てん契約（以下「補てん契約」という。）を締結するものとする。

2　前項の基本契約および補てん契約の期間は、基金協会の継続する4事業年度であって、当該期間の開始前に基金から通知を受けた期間とする。

3　第1項の基本契約および補てん契約は、前項の期間の開始前に締結しなければならない。ただし、基本契約については、必要があると認められた場合には当該契約の対象期間の属する各事業年度の開始前に限り、基金から基金業務方法書の規定に基づき算定のうえ、通知を受けた単位数量当りの金額　(以下「別途納付金の単価」という。)　に、新たに加入することとなる年度に係る当該畜産経営者（次の各号の一に核当する者を除く。）の別紙様式第2号による、配合飼料価格差補てん数量契約（以下「数量契約」という。）による契約数量（以下「契約数量」という。）を乗じて得られる金額を納付することを条件として当該期間の残りの期間について契約を締結することができる。
(1) 加入することとなる事業年度の前年度においていずれかの基金協会の加入者であった畜産経営者（加入者から契約上の権利義務を承継した者を含む。）

(2) 加入することとなる事業年度の前年度において一般社団法人全日本配合飼料供給安定基金又は一般社団法人全国畜産配合飼料価格安定基金（以下「他基金」という。）の会員又は会員の会員と締結している数量契約を基金へ転入することを、基金業務方法書第7条の2の規定により基金から基金協会へ通知された畜産経営者（以下「基金転入者」という。）で、かつ、基本契約および数量契約を締結している畜産経営者

4　前項の規定にかかわらず、年度途中の基金転入者に限り、年度途中において当該期間の残りの期間について、基本契約を締結することができる。

5　第3項の規定により納付された金額は、基金に納付するものとする。

（数量契約および基金協会数量契約）

第6条基金協会は、基本契約に基づき、基金協会の事業年度ごとに基金協会と基本契約を締結している畜産経営者との間に、数量契約を締結するものとする。ただし、数量契約による当該事業年度における契約数量が、前事業年度における契約数量を上回る畜産経営者については、前条第3項により基金から通知を受けた単位数量当りの金額に、上回る数量を乗じて得られる金額を納付することを条件として、数量契約をするものとする。

2　基金協会は、補てん契約に基づき、基金協会の事業年度ごとに基金との間に配合飼料価格差補てん基金協会数量契約（以下「基金協会数量契約」という。）を締結するものとする。

3　前項において契約する数量は、第1項の規定により締結した契約数量を合計した数量とする。

4　第1項および第2項の契約は、当該契約のそれぞれの対象期間の開始前に締結しなければならない。ただし、年度途中の基金転入者に限り、当該年度の残りの期間について数量契約を締結することができる。

（数量契約の変更）

第7条　基金協会は、次の各号の一に該当する場合に限り、数量契約の変更に応ずることができる。
(1) 加入者から数量契約についての変更の申込があった場合
ただし、当該数量契約のうち対象数量の変更は、災害の発生その他の特別事由がある場合でなければ行うことができない。
(2) 基金協会と締結している数量契約を他基金へ転出することを基金業務方法書第7条の2の規定により基金から基金協会へ通知された畜産経営者(以下「基金転出者」という。)又は基金転入者について、基金間移動に係る契約数量として基金から基金協会へ通知があった場合
ただし、数量契約の変更は、通知があった契約数量とする。

（契約の基金間移動）

第7条の2　基金業務方法書第7条の2の規定により、基金の加入者が基金転出者として、又は他基金の加入者が基金転入者として、基金と他基金(以下「3基金」という。)との間で加入先基金を変更(以下「基金間移動」という。)する場合については、「配合飼料価格差補てん契約に係る基金間移動に関する細則」(以下「基金間移動細則」という。)の定めるところによるものとする。

2　基金間移動をしょうとする者は、基金間移動細則の規定に基づき、基金間移動細則別紙様式の基金間移動申請書を、定められた期限までに基金に申請できるように、基金協会が別に定める期限までに基金協会に提出しなければならない。

3　基金協会は、基金から基金間移動の可否の通知を受けたときは、必要に応じ、基金間移動を申請した者に通知するものとする。

　ただし、基金協会は基金間移動申請に虚偽があった場合、当該申請に係る転入又は転出を取り消すことができる。

4　基金転入者は、年度当初にあっては年度開始前に、年度途中にあっては転入する四半期の開始前に、基金協会と基本契約および数量契約を締結していなければ、加入者となることができない。

5　基金協会は、基金から第3項の通知を受けたとき、契約数量が零となる基金転出者の基本契約及び数量契約は解約されたものとみなすこととする。

（畜産経営者の契約数量の増加に係る納付金）

第8条　（削除）

（契約の解除等）

第9条　基金協会は、加入者が故意又は重大な過失により基本契約に違反したときは理事会の議決を経て基本契約を解除できるものとし、解除した場合においては、当該契約を解除した日の属する事業年度の残余の期間において、加入者が納付すべき通常補てん積立金の額に相当する金額を徴収するものとする。

2　基金協会は、加入者から基本契約の解約の申込があった場合は、解約についてやむを得ない事由があると認められる場合に限り、当該契約を解約した日の属する事業年度の残余の期間において加入者が納付すべき通常補てん積立金の額に相当する金額を納付することを条件として、これに応ずることができる。ただし、その通常補てん積立金の納付について、やむを得ない事由があると認められる場合に限り、その納付を猶予又は免除することができる。
3　基金協会は、第7条の2の第5項の規定により、基本契約および数量契約は解約されたものとみなされた基金転出者について、基金転出した日の属する事業年度の残りの期間の通常補てん積立金の納付を免除することができる。
4　第1項および第2項の規定により徴収又は納付された金額は、基金に納付するものとする。

（基金協会数量契約の変更）

第10条　基金協会は、四半期ごとに、第7条の規定により数量契約の変更に応じた場合、第7条の2の規定により基金間移動の通知を基金から受けた場合、もしくは、第9条の規定により基本契約を解除し又は解約した場合は、その数量について第6条第2項の基金協会数量契約による契約数量を変更しなければならない。

第3章　通常補てん積立金

（単位数量当りの通常補てん積立金の額）

第11条　基金協会は、単位数量当りの通常補てん積立金の額は、毎事業年度の開始前に基金が業務方法書の規定に基づき定めて通知した額とする。

（通常補てん積立金の負担）

第12条　通常補てん積立金を負担するものは、加入者とする。

（通常補てん積立金の納付）

第13条　加入者は、毎四半期の開始前に、第11条の規定による単位数量当りの通常補てん積立金の額に、数量契約による当該四半期の契約数量を乗じて得た額を、基金協会に納付するものとする。ただし、基金がやむを得ない事情があると認めて通知した場合は、第1四半期に係る通常補てん積立金の納付については、4月25日までとすることができる

2　基金協会は、補てん契約に基づき、第11条の規定による単位数量当たりの通常補てん積立金の額に、基金協会数量契約による当該四半期の契約数量を乗じて得た額を基金に納付するものとする。

3　基金協会は、第1項および第2項の規定に係わらず、基金業務方法書の規定に基づき、基金から通常補てん積立金の納付免除の通知のあった場合は、加入者が納付すべき当該四半期の通常補てん積立金の納付を免除するものとする。
4　基金協会は、第3項の規定に基づき通常補てん積立金の納付を免除した四半期の次の四半期において、第1項の規定に基づき通常補てん積立金を納付させるときは、基金が特にやむを得ない事情があると認めて通知した場合に限り、同項の規定にかかわらず当該四半期の第1月の25日を納付の期限とすることができる。

（通常補てん積立金の割戻し）

第14条　（削除）
（通常補てん積立金の不返還）

第15条　基金協会は、納付された通常補てん積立金を加入者に返還しないものとする。

第4章　価格差補てん金の交付

（価格差補てん金の交付）

第16条　基金協会は、基金との契約に基づき、基金から通常価格差補てん金又は異常価格差補てん金（以下「価格差補てん金」という。）の交付を受けたときは、速やかにその交付を受けた額を加入者に対し交付するものとする。

（単位数量当たりの価格差補てん金の額）

第17条　前条の規定により交付する単位数量当たりの価格差補てん金の額は、基金から通知された額とする。

（価格差補てん金の交付額）

第18条　基金協会が加入者に対して交付する価格差補てん金の額は、価格差補てん金の交付の対象となる期間において、次の各号に掲げる数量（以下「補てん対象数量」という。）に前条の規定による単位数量当たりの価格差補てん金の額を乗じて得た額とする。

(1) 加入者が当該基金協会との間に限り数量契約を締結している場合は、基金契約製造業者又は基金契約製造業者の製造に係る配合飼料を販売する者から購入した配合飼料の当該加入者ごとの数量（以下「購入数量」という。）又は当該加入者ごとの契約数量のいずれか少ない数量

(2) 加入者が複数の基金協会との間に数量契約を締結している場合は、当該複数の基金協会における購入数量の合計数量又は当該数量契約の合計数量のいずれか少ない数量の当該基金協会に係る数量

（価格差補てん金の返還等）

第19条　基金協会は、加入者が次の各号の一に該当した場合には、当該加入者に対し価格差補てん金の全部、もしくは一部を交付せず、又はすでに交付した価格差補てん金の全部もしくは一部を返還させることができる。

(1) この規定の定めるところにより、基金協会に提出した書類に虚偽の記載があったとき。

(2) 通常補てん積立金の納付、その他基金協会に対する義務を怠ったとき。

2　基金協会は、前項の規定により価格差補てん金を交付しなかった場合、又は交付した価格差補てん金を返還させた場合は、当該金額を基金に返還するものとする。

第5章　報告の徴収等

（購入実績数量等の報告）

第20条　加入者は、基金協会に対し、他の基金協会との間に数量契約を締結している場合における当該他の基金協会の名称及び契約数量並びに、価格差補てん金の交付を受けることとなる場合における価格差補てん金の交付の対象となる期間の購入数量を速やかに報告しなければならない。

2　基金間移動申請をする加入者は、他基金の会員との間に数量契約を締結している場合における該当他基金の会員の名称及び契約数量を基金間の基金間移動の申請書と同時に報告しなければならない。

3　基金協会は、基金に対し速やかに次の各号に掲げる事項を報告しなければならない。

(1) 加入者が他の基金協会との間に数量契約を締結している場合には、加入者ごとの当該他の基金協会の名称および当該契約数量
(2) 価格差補てん金の交付となる期間について、当該基金協会との間に限り数量契約を締結している加入者の補てん対象数量の合計数量及び複数の基金協会との間に数量契約を締結している加入者の購入数量

(3) 基金間移動申請をする加入者が他基金の会員との間に数量契約を締結している場合における当該他基金の会員の名称および契約数量

（報告の徴収および調査等）

第21条　基金協会は、価格差補てんに関する事業の実施について、必要な事項を調査するため、必要がある場合には基金協会の会員として所要の事項について報告させ、又は、基金協会の会員の事業場に立ち入り、帳簿その他の書類を閲覧することができるものとする。

第6章　雑則

（細則）

第22条　基金協会は、理事会の議決を経て、この業務方法書に定めるものの他、その業務の運営について細則を定めることができる。

付　則

1　この業務方法書は、昭和52年3月31日から実施する。

2　昭和52年3月3１日までの間において、締結する基本契約及び補てん契約の期間は、第5条第2項の規定にかかわらず、昭和52年4月1日から昭和54年3月31日までとする。

3　基金協会は、基金から昭和62年度、昭和63年度および平成元年度第1四半期分の通常補てん積立金の納付免除を受けた場合は、昭和62年度、昭和63年度および平成元年度第1四半期に限り、第12条第1項の規定にかかわらず加入者の当該四半期に納付すべき通常補てん積立金の納付を免除することができる。

付　則

変更後の業務方法書は、昭和55年5月13日から実施し、昭和55年3月31日から適用する。

付　則

変更後の業務方法書は、昭和56年5月13日から実施し、昭和56年4月1日から適用する。

付　則

変更後の業務方法書は、基金が業務方法書の変更を行った昭和58年8月31日から実施する。

付　則

変更後の業務方法書は、基金が業務方法書の変更を行った昭和60年6月24日から実施し、第6条第2項については、昭和61年度から適用する。

付　則

変更後の業務方法書は、昭和60年12月1日から実施する。

付　則

1　変更後の業務方法書は、昭和62年7月24日から実施し、昭和62年度の第2四半期分以降の通常補てん積立金について適用する。

2　昭和62年度の第2四半期分の通常補てん積立金の納付については、第12条第1項中「毎四半期の開始前に」とあるのは、「変更後の業務方法書の実施の日以降遅滞なく」と読み替えるものとする。

付　則

変更後の業務方法書は、昭和62年12月1日から実施する。

付　則

変更後の業務方法書は、昭和63年4月19日から実施し、昭和63年3月31日から適用する。

付　則

1　変更後の業務方法書は、平成元年5月30日から実施し、平成元年3月31日から適用する。

2　この業務方法書の変更前に、この業務方法書の変更前の業務方法書によりなされた手続きは、変更後の業務方法書に基づきなされたものとする。

付　則

変更後の業務方法書は、平成5年2月19日から実施し、平成5年3月31日から適用する。

付　則

変更後の業務方法書は、平成7年6月1日から実施し、平成5年度以降の期間を対象とする基本契約及び数量契約の締結は、変更後の業務方法書に基づき行われるものとみなす。

付　則

変更後の業務方法書は、平成7年10月19日から実施し、平成7年度第3四半期分以降の通常補てん積立金について適用する。

付　則

変更後の業務方法書は、平成9年3月25日から実施する。

付　則

変更後の業務方法書は平成15年3月14日から実施し、平成15年1月31日から適用する。

付　則

1　変更後の業務方法書は、平成16年5月10日から実施し、平成16年3月31日から適用する。

2　平成16年3月31日以前に締結された平成16年度を対象とする基本契約および数量契約は、変更後の業務方法書第4条、第7条および第9条の規定に基づき行なわれたものとみなす。

付　則（平成18年10月27日　理事会議決）

　　変更後の業務方法書は、平成19年4月1日から適用する。

　　「加入者の基金間移動制度の導入に伴う変更」

付　則

１　平成20年度に限り、第５条第３項および第６条第４項の規程にかかわらず、第４条下欄に掲げるその他の家畜について、基金協会は加入者と平成20年度に係る基本契約及び数量契約を平成20年6月20日まで締結することができる。

２　平成20年度に限り、第１３条の規程にかかわらず、付則第１項により基本契約および数量契約締結した場合の第１四半期の通常補てん積立金の納付の期限は、平成20年6月20日までとすることができる。

付　則（平成20年5月22日理事会決議）

　　変更後の業務方法書は、平成20年4月1日から摘要する。

付　則
１　基金協会は、畜産経営者の継続的な基金加入を確保し、通常価格差補てん事業の安定的な運営を行うため、平成20年７－９月期以降の通常価格差補てん金であって借入金により補てんを実施するものについて、平成21年度以降当該借入金の返済完了までの間に以下に該当する場合には、畜産経営者に返還を求めることができる。

（１）廃業又は他基金への移動等の合理的な理由がなく、畜産経営者が基本契約及び数量契約の更新を行わない場合

（２）飼養規模縮小等の合理的な理由がなく、畜産経営者が契約数量を大きく減じる場合
２　基金協会が前項に該当する畜産経営者に求める返還の金額は、理事長が別に定める金額(注)とする。

３　当該畜産経営者が前項に定める金額の返還を完了しない場合には、基金協会は、当該畜産経営者との間で基本契約及び数量契約の再契約に応じることはできないものとする。

(注)理事長が別に定める金額：

返還対象金額
　平成２０年７－９月期から返還を求める事案が生じた四半期の直前の四半期までの期間について、各四半期毎に以下の算式により求めた額をそれぞれ足し合わせた額を上限とする。

四半期における加入生産者　　　　　各四半期における通常価格差補てん金の交付総額のうち借入
への通常価格差補てん金　　　　　　　金により補てんを実施する額　　　　　　　　　　　　　
交付額　　　　　　　　　　　×　　　　各四半期における通常価格差補てん金の交付総額
　　　　　　　　　　　　　　
付　則　

変更後の業務方法書は、平成20年8月29日から適用する。
付　則（平成22年3月18日　理事会議決）

変更後の業務方法書は、平成22年4月1日から適用する。
　付　則（平成22年5月13日　理事会決議）　
　第３条第２号のただし書きにかかわらず、穀類の区分に属する原材料に加え、そうこう類、植物性油かす類及び動物質性飼料の区分に属する原材料が３種類以下であっても、この原材料に各種のビタミン・ミネラル又はアミノ酸等を加えた飼料であって、かつ、専らこの飼料のみを給与することにより、畜産物を生産できる飼料は、第３条第２号に定める飼料とみなすことができる。
　　変更後の業務方法書は、平成22年4月1日から適用する。

　付　則（平成25年2月27日　理事会決議）
　　当分の間、第４条の規定の適用については、同条中「購入する計画を有するもの」とあるのは、「購入する計画を有し、かつ、飼料自給率の向上に努めようとする」とする。　　この付則については、平成25年3月31日から適用する。

　付　則（平成28年2月25日理事会決議）

　　変更後の業務方法書は、変更決議のあった日から実施する。

但し、別紙様式2号の別紙様式2号の別表は、平成28年度数量契約分から適用する。
付　則（平成29年2月23日理事会決議）

変更後の業務方法書は、平成29年2月23日から施行し、変更後の別紙様式第１号（配合飼料価格差補てん基本契約書）第９条第４項及び第５項の規定は、平成29年3月31日以後の契約から適用する。
付　則（平成30年2月21日理事会決議）
変更後の業務方法書は、平成３０年３月３１日から施行し、第８条の規
定は、平成３０年度別途納付金処理から適用する。

付　則（令和５年３月１日理事会決議）
　１　基金協会は、畜産経営者の継続的な基金加入を確保し、通常価格差補てん事業の安定的な運営を行うため、令和４年１０－１２月期以降の通常価格差補てん金であって借入金により補てんを実施するものについて、令和５年度以降当該借入金の返済完了までの間に以下に該当する場合には、畜産経営者に返還を求めることができる。
（１）廃業又は他基金への移動等の合理的な理由がなく、畜産経営者が基本契約及び数量契約の更新を行わない場合。
（２）飼養規模縮小等の合理的な理由がなく、畜産経営者が契約数量を大きく減じる場合

２　基金協会が前項に該当する畜産経営者に求める返還の金額は、理事長が別に定める金額(注)とする。

３　当該畜産経営者が前項に定める金額の返還を完了しない場合には、基金協会は、当該畜産経営者との間で基本契約及び数量契約の再契約に応じることはできないものとする。
(注)理事長が別に定める金額：

返還対象金額
　令和４年１０－１２月期から返還を求める事案が生じた四半期の直前の四半期までの期間について、各四半期毎に以下の算式により求めた額をそれぞれ足し合わせた額を上限とする。

各四半期における加入生産者　　　　　各四半期における通常価格差補てん金の交付総額のうち借入

への通常価格差補てん金　　　　　　　金により補てんを実施する額　　　　　　　　　　　　　
交付額　　　　　　　　　　　×　　　　各四半期における通常価格差補てん金の交付総額
　変更後の業務方法書は、令和５年２月２８日から適用する。
　　
別紙様式第1号

配合飼料価格差補てん基本契約書

　一般社団法人滋賀県配合飼料価格安定基金協会（以下「甲」という。）と畜産経営者（以下「乙」という。）は、一般社団法人滋賀県配合飼料価格安定基金協会業務方法書（以下「基金協会業務方法書」という。）に基づき、配合飼料価格差補てんにつき次のとおり契約する。

（契約数量）

第１条　甲と乙は、この契約の対象期間に属する甲の各事業年度の開始前に、当該年度に係る配合飼料価格差補てん数量契約（ 以下「数量契約」という。）を締結するものとする。ただし、基金協会業務方法書第7条の2の規定による年度途中の基金転入者に限り、転入する当該四半期の開始前に、当該事業年度の残りの期間について数量契約を締結するものとする。

（数量契約の変更）

第２条　甲は、乙から基金協会業務方法書の第7条の規定に基づき、数量契約の変更申込みがあっても、次の各号の一に該当する場合のほかは、契約数量の変更は行わないものとする。

(1) 災害の発生その他特別の事由があると認める場合

(2) 基金協会業務方法書第7条の2の規定により一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金(以下「基金」という。)から基金間移動の通知を受けた場合
（通常補てん積立金の納付）

第３条　乙は、数量契約を締結した場合は、基金協会業務方法書第 11条の規定に基づく単位数量当たりの通常補てん積立金の額に、それぞれ当該四半期に係る数量契約による契約数量を（以下｢契約数量｣という。）乗じて得た金額を通常補てん積立金として、当該四半期の開始前に甲に納付するものとする。ただし基金がやむを得ない事情があると認めて通知した場合は、第1四半期に係る通常補てん積立金の納付については、4月25日までとすることができる。

２　乙は、前項の規定による通常補てん積立金の納付が遅延した場合は、年利率 8.76％の割合で計算した額を、延滞利息として甲に納付するものとする。

（新規加入畜産経営者に係る納付金）

第４条　乙は、甲が基金から基金業務方法書第5条の3の規定に基づく新規加入畜産経営者（次の各号の一に該当する者を除く。）に係る単位数量当たりの金額について通知を受けたときは、その通知を受けた単位数量当たりの金額に、乙の当該事業年度に係る契約数量を乗じて得た額を、甲に納付しなければならない。

(1) 加入することとなる事業年度の前年度において、いずれかの基金協会の加入者であった畜産経営者（加入者から契約上の権利義務を承継した者を含む。）

(2) 加入することとなる事業年度の前年度において他基金の加入者であって、基金協会業務方法書第7条の2の規定による他基金からの基金転入者として基金から通知を受けた畜産経営者

（通常補てん積立金の不返還）

第５条　甲は、納付された通常補てん積立金を、乙には返還しないものとする。

（価格差補てん金の交付）

第６条　甲は、基金協会業務方法書第 16条の規定により、基金から通常価格差補てん金および異常価格差補てん金（ 以下「価格差補てん金」という。）の交付を受けたときは速やかにその交付を受けた額を乙に対し交付するものとする。

２　前項の規定により交付する単位数量当たりの価格差補てん金の額は、基金から通知された額とする。

３　甲が乙に対し交付する価格差補てん金の額は、価格差補てん金の交付対象となる期間において、次の各号に掲げる数量（ 以下「補てん対象数量」という。）に前項の規定による単位数量当たりの価格差補てん金の額を乗じて得た額とする。

(1) 乙が、甲との間に限り数量契約を締結している場合は、基金業務方法書第５条の補てん積立金納付契約を締結している配合飼料製造業者（以下「基金契約製造業者」という。）及び基金契約製造業者の製造に係る配合飼料を販売する者から購入した配合飼料購入数量又は当該契約の数量のいずれか少ない数量
(2) 乙が複数の基金協会と数量契約を締結している場合は、当該複数の基金協会における購入数量の合計数量又は、当該契約数量の合計数量のいずれか少ない数量の当該基金協会に係る数量

（価格差補てん金の返還等）

第７条　甲は、乙が次の各号の一に該当した場合には、乙に対し価格差補てん金の全部もしくは一部を交付せず、又は、すでに交付した価格差補てん金の全部もしくは一部を返還させることができるものとする。

(1) 乙が、基金協会業務方法書の規定、およびこの契約の定めるところにより甲に提出した書類に虚偽の記載があったとき。

(2) 乙が、通常補てん積立金の納付、その他甲に対する義務を怠ったとき。
（契約の解除等）

第８条　甲は、乙が故意又は重大な過失によりこの契約に違反したときは、この契約を解除することができるものとする。この場合において乙は、契約を解除した日の属する事業年度の残余の期間において納付すべき通常補てん積立金の額に相当する金額を、甲に納付しなければならない。

２　甲は、乙からこの契約の解約の申込みがあったときは、甲がやむを得ない事由があると認める場合に限り、乙が契約を解約した日の属する事業年度の残余の期間において納付すべき通常補てん積立金の額に相当する金額を、甲に納付することを条件として、この契約を解約することができるものとする。ただし、その通常補てん積立金の納付について甲がやむを得ない事由があると認める場合に限り、その納付を猶予又は免除することができる。

３　甲は、基金から基金間移動の通知により乙の契約数量が零となったときは、乙との基本契約は解約されたものとし、基金転出した日の属する事業年度の残余の期間において、その通常補てん積立金の納付を免除することができる。

４　乙は、現在及び将来において、次の事項について表明し保証する。

（1） 暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係団体・関係者、又はその他の反社会的勢力に該当する者（以下「暴力団等」という。）ではないこと

（2） 暴力団等が、その名目を問わず資金提供や出資を行い、その事業活動を支配するものではないこと
（3） 乙の事業を支配する者又は事業を監査する者が暴力団等ではないこと

（4） 暴力団等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用するものではないこと

５　乙が前項各号に違反する場合、あるいは乙（それらの役職員を含む）が次の各号に該当した場合には、当該乙の一切の債務は当然に期限の利益を失い、甲の請求に応ずるものとし、かつ甲はこの契約又はこの契約に基づく各取引の全部もしくは一部を解除することができる。
（1） 自ら又は第三者を利用して、甲に対して、詐術、暴力的行為又は脅迫的言辞を用いた場合

（2） 甲に対して、自らが暴力団等である旨を伝え、又は関係団体もしくは関係者が暴力団等である旨を伝えた場合

（個人情報の取扱い）

第９条　乙は、下記の「個人情報の取扱い」の内容について同意するものとする。

（契約対象期間）

第10条　この契約の対象期間は、平成　　年4月1日(又は平成　　年10月1日)から平成　　年3月31日までとする。

　

（その他）

第11条　この契約に定めるものの外この契約の履行に関し必要な事項は、基金協会業務方法書およびこれに基づく細則に定めた規定を準用するものとし、その他の事項については甲乙協議のうえ定めるものとする。

上記契約の証として契約書2通を作成し、甲乙各1通を保有する。

平成　年　月　日
甲　住　所　滋賀県近江八幡市鷹飼町北四丁目１２番地２
　一般社団法人滋賀県配合飼料価格安定基金協会

　　　　　　　　　　理事長氏名　　　　　　　　　　　 　　印

             乙　畜産経営者　     　　 別　　　　紙

　　　　　　　　　 
　　　　　　　　事業所所在地

　　　　　　　　荷受組合
組合長氏名　　　　　　　　　　　　　印

	（個人情報の取扱い）

乙は、甲に本契約に関する個人情報を提供いたします。甲が取扱う個人情報の利用目的は、下記のとおりとします。

1　配合飼料価格差補てん契約の締結

2　通常補てん積立金の徴収

3　配合飼料購入実績数量の報告

4　配合飼料価格差補てん金の交付及び返還

5　業務遂行に必要な範囲内で行う基金等への提供

6　その他、本契約の業務を適切かつ円滑に履行するため


（注 1）この契約書に畜産経営者より提出された委任状（別紙様式第１号の別表）を添付すること。

（注 2）年度途中に、甲の新たな加入者となる基金間移動があったときは、その者から提出された委任状を添付すること。

別紙様式第１号の別表
メーカーコード　　　　　　　

特約店コード　　 　　　　
委　　任　　状  　       加入者コード              

  平成　 　年　 　月  １日から平成 　　年   ３月３１日までの基本契約期間中における配合飼料価格差補てんに関する下記業務につき、一切の権限を委任いたします。
　なお、個人情報の取扱いについては、下記業務その他配合飼料価格差補てん事業の業務遂行に必要な範囲内での利用目的について関係団体への情報提供に同意します。
記

１　配合飼料の価格差補てん契約（基本契約及び数量契約）締結に関する事項

２　価格差補てん契約の変更及び解約に関する事項

３　補てん積立金の徴収及び返還に関する事項

４　配合飼料購入実績数量の報告及び価格差補てん金の受領に関する事項

なお、補てん金の受領に当っては、別に指定する口座に振り込むこと。

平成　　年 　 月 　 日

飼料荷受組合
組　合　長　　　　　　　　　　　　殿
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別紙様式第2号

配合飼料価格差補てん数量契約書

　一般社団法人滋賀県配合飼料価格安定基金協会（以下「甲」という。）と畜産経営者（以下「乙」という。）は、平成　　年3月31日（又は平成　　年9月30日)付をもって契約締結した、配合飼料価格差補てん基本契約（以下「基本契約」という。）に基づき、次のとおり契約する。

（契約対象数量）

第1条　平成　　年4月1日（又は平成　　年10月1日）から平成　　年 3月31日までの１年間（又は6ヶ月間）において基本契約の対象とする四半期別の配合飼料の数量は、別表のとおりとする。

（契約の効力）

第2条　この契約は、甲と乙の間に締結している基本契約が解除または解約された場合には、その効力を失うものとする。

（個人情報の取扱い）

第3条　乙は、下記の「個人情報の取扱い」の内容について同意するものとする。

（契約対象期間）

第4条　この契約の対象期間は、平成　　年4月1日(又は平成　　年10月1日)から平成　　年3月31日までとする。

上記契約の証として契約書2通を作成し、甲乙各１通を保有する。

　　　平成　　年3月31日　又は平成　　年9月30日

　　　　　　甲　　住　所　滋賀県近江八幡市鷹飼町北四丁目１２番地２
　　　　　　　　　　　　　　　一般社団法人滋賀県配合飼料価格安定基金協会

　　　　　　　　　　　　　　　理　事　長　　   　　氏　　　名　　印

　　　　　　　　　　　　乙　　畜産経営者　　　別　　　　　紙

　　　　　　　　　　　　　　　事務所所在地

　　　　　　　　　　　　　　　荷受組合
　　　　　　　　　　　　　　　組合長氏名　　　   　　　　　　　　印
	（個人情報の取扱い）

乙は、甲に本契約に関する個人情報を提供いたします。甲が取扱う個人情報の利用目的は、下記のとおりとします。

1　配合飼料価格差補てん契約の締結

2　通常補てん積立金の徴収

3　配合飼料購入実績数量の報告

4　配合飼料価格差補てん金の交付及び返還

5　業務遂行に必要な範囲内で行う基金等への提供

6　その他、本契約の業務を適切かつ円滑に履行するため


（注1）この契約書に畜産経営者より提出された四半期別の配合飼料契約数量（別紙様式第２号の別表）を添付すること。

（注2）年度途中に、甲の新たな加入者となる基金間移動があったときは、その者から提出された四半期別契約数量（別紙様式2の別表）を添付すること。
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業務方法書
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メーカーコード

平成　　　年度配合飼料契約数量

特約店コード

加入者コード

住所又は

〒

所 在 地

フリガナ

法人名

フリガナ

氏名又は

代表者名

 　　（注）　　1　　個人経営者の場合は住所及び氏名を、法人経営者の場合は所在地、法人名及び代表者名を記入すること。

　　 　　　　　2　　「継続・新規・移動区分」欄は、該当事項を○印で囲むこと。他基金から移動した方は、その基金名を記入すること。

配合飼料価格差補てん数量契約に基づく年間配合飼料契約数量及び契約数量の基礎となる家畜飼養頭羽数は、次

のとおりとする。

1頭

2頭

3頭

うち子取用雌豚

頭

4羽

5羽

6頭羽

（注）１．契約数量は、1四半期につきトン単位の整数値とする。算定区分１，２，３の場合の年間契約数量は４の倍数とする。

２．四半期別契約数量は、裏面に記載のある４つの算定方法による取扱いを選択し、「算定区分」欄に算定方法の取扱いの

　区分、１、２、３，４を記入すること。また、算定区分１、２の場合は第１四半期と年間数量欄を記入、３の場合は第１四半期を

 年間数量の１／４とし、第２、第３、第４四半期は飼養計画等による数量を記入する（但し４四半期の合計は年間数量とする）

４の場合は、各四半期とも四半期別飼養計画等による数量を記入する。

３．「飼養頭羽数」欄は、数量契約締結時の年間飼養計画を勘案した頭羽数を記入すること。

４の場合は、各四半期とも四半期別飼養計画等による数量を記入する。

４．うずら等の場合は、備考欄に家畜の種類を、飼養頭数欄に頭羽数を記入すること。

配合飼料価格差補てん数量契約に基づく契約の対象となる当該都道府県内における農場は、次のとおりである。

畜 種

コード

価格差補てん金の振込先の口座は、次のとおりである。

銀行・信金・信組本店支店

農協・信連 本所・本店支店・支所

（注）　金融機関の口座名義は、畜産経営者と同一であること。　

年　　　間

飼養頭

羽 　数

第3四半期

畜 種

コード

配合飼料

の 種 類

乳  牛  用

肉  牛  用



備　　　　　考

「算定

区分」

配　　合　　飼　　料　　契　　約　　数　　量　　　（トン）

第4四半期

う ず ら 用

電話番号

電話番号

新　　規

移　　動

区　　　　　　　分

継続・新規・移動

豚　     用

第1四半期第2四半期

継　　続

㊞

より移動



金 融 機 関 名

畜

産

経

営

者

飼養頭羽数

採卵鶏用

肉用鶏用

口

座

番

号

普通預金（総合口座）

当　　座　　預　　金

貯　　蓄　　預　　金

農　場　名農　場　所　在　地

